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議第１１号 

   各務原市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 各務原市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由  

 職員の定数を改める等のため、この条例を定めようとする。 
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各務原市職員定数条例の一部を改正する条例 

 各務原市職員定数条例（昭和３８年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第１条第１項を次のように改める。 

  この条例において「職員」とは、市長、議会、選挙管理委員会及び監査委員の事

務部局並びに教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する学校その他の教

育機関、農業委員会の事務部局、消防機関並びに水道事業及び下水道事業の事務部

局に常時勤務する一般職の地方公務員をいう。 

 第２条第１項の表を次のように改める。 

事務部局及び機関の区分 定数 

市長の事務部局 ５８５人

議会の事務部局 ９人

選挙管理委員会の事務部局 ４人

監査委員の事務部局 ３人

教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する学校その他

の教育機関 
１１０人

農業委員会の事務部局 ４人

消防機関 １９０人

水道事業及び下水道事業の事務部局 ５５人

合計 ９６０人

 第２条第２項に次の１号を加える。 

（３）兼務又は併任を命ぜられた場合の職員 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１２号 

各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例について 

 各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 立地適正化計画策定委員会委員の報酬の額を定める等のため、この条例を定めよう

とする。 
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各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例 

 各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３８年条例第

２６号）の一部を次のように改正する。 

別表中

「

 都市計画審議会 委員 日額 ６，５００円 を 

    」

「

 都市計画審議会 委員 日額 ６，５００円 

に、  立地適正化計画策定

委員会 

委員 日額 ６，５００円 

  」

「

 学校適正規模・適正

配置等に関する基本

計画策定委員会 

委員 日額 ６，５００円 

を 

  」

「

 学校適正規模・適正

配置等に関する基本

計画策定委員会 

委員 日額 ６，５００円 

に、 
 特別支援学校建設基

本構想・基本計画策

定委員会 

委員 日額 ６，５００円 

  」

「

 いじめ問題対策連絡

協議会 

委員 日額 ６，５００円 
を 

    」

「

 新総合体育館建設基

本構想・基本計画策

定委員会 

委員 日額 ６，５００円 

に、 

 いじめ問題対策連絡

協議会

委員 日額 ６，５００円 

  」
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「

 少年自然の家運営委

員会 

委員 日額 ６，５００円 

を 
 自治委員  均等 割年

額 

２５，０００円 

   世帯 割１

世帯年額 

４４０円 

    」

「

 少年自然の家運営委

員会 

委員 日額 ６，５００円 
に、 

    」

「

 スポーツ推進委員  年額 ４６，０００円  
を

 少年センター補導委員 年額 １８，０００円  

     」

「

 スポーツ推進委員  年額 ４６，０００円  に

   」

改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 「

（１）別表の改正規定（  都市計画審議会 委員 日額 ６，５ 

   「

    都市計画審議会 委員 日額 ６，５００円 

００円  を 立地適正化計画策定

委員会 

委員 日額 ６，５００円 

 」

       」

に改める部分に限る。） 各務原市立地適正化計画策定委員会条例（令和２年条

例第  号）の施行の日

 「

（２）別表の改正規定（

 学校適正規模・適正

配置等に関する基本

計画策定委員会 

委員 日額 ６，５ 
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   「

を

 学校適正規模・適正

配置等に関する基本

計画策定委員会 

委員 日額 ６，５００円 

００円

   特別支援学校建設基

本構想・基本計画策

定委員会 

委員 日額 ６，５００円 

 」

       」

に改める部分に限る。） 各務原市特別支援学校建設基本構想・基本計画策定委

員会条例（令和２年条例第  号）の施行の日 

 「

（３）別表の改正規定（
 いじめ問題対策連絡

協議会 

委員 日額 ６，５ 

 「

を

 新総合体育館建設基

本構想・基本計画策

定委員会 

委員 日額 ６，５００円 

００円

 いじめ問題対策連絡

協議会 

委員 日額 ６，５００円 
 」

     」

に改める部分に限る。） 各務原市新総合体育館建設基本構想・基本計画策定委

員会条例（令和２年条例第  号）の施行の日
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議第１３号 

   各務原市新総合体育館整備基金条例について 

各務原市新総合体育館整備基金条例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 本市の新総合体育館の整備を円滑に行うことを目的に、新総合体育館整備基金を設

置するため、この条例を定めようとする。 
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   各務原市新総合体育館整備基金条例 

 （設置） 

第１条 本市の新総合体育館の整備事業（建物、設備、外構、工作物等の新築及び用

地の取得をいう。第６条において同じ。）に要する資金に充てるため、各務原市新

総合体育館整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編

入するものとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

 （処分） 

第６条 基金は、新総合体育館の整備事業に要する資金に充てる場合に限り、その全

部又は一部を処分することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１４号

   各務原市土地開発基金条例を廃止する条例について

 各務原市土地開発基金条例を廃止する条例を次のように定めるものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 土地開発基金を廃止するため、この条例を定めようとする。
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各務原市土地開発基金条例を廃止する条例 

各務原市土地開発基金条例（昭和４５年条例第２０号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和２年３月３１日から施行する。 
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議第１５号

   各務原市公共施設等整備基金条例を廃止する条例について

 各務原市公共施設等整備基金条例を廃止する条例を次のように定めるものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 公共施設等整備基金を廃止するため、この条例を定めようとする。
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各務原市公共施設等整備基金条例を廃止する条例 

各務原市公共施設等整備基金条例（昭和４９年条例第３２号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和２年４月２日から施行する。 
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議第１６号 

   各務原市手数料条例の一部を改正する条例について 

各務原市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 圧縮水素自動車燃料装置用容器の容器検査等手数料を定めるため、この条例を定め

ようとする。 
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各務原市手数料条例の一部を改正する条例 

各務原市手数料条例（平成１２年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 別表１９の項第８号イ中「又は圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器」を「、圧縮天

然ガス自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃料装置用容器」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１７号 

各務原市議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例の一部を改正す

る条例について 

各務原市議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

各務原市長の選挙において選挙公報を発行するため、この条例を定めようとする。 
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各務原市議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例の一部を改正す

る条例 

各務原市議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例（令和元年条例第３

２号）の一部を次のように改正する。 

題名、第１条及び第２条中「各務原市議会議員」の次に「及び各務原市長」を加え

る。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の各務原市議会議員及び各務原市長の選挙における選挙公報の発行に関す

る条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示される選挙について適用

し、この条例の施行の日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお

従前の例による。 
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議第１８号 

各務原市印鑑条例の一部を改正する条例について 

各務原市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

印鑑の登録を受けることができない者の範囲を改めるため、この条例を定めようと

する。 
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各務原市印鑑条例の一部を改正する条例 

各務原市印鑑条例（平成１０年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第２号を次のように改める。 

（２）意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１９号 

各務原市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 各務原市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、この条例を定

めようとする。 
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各務原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

各務原市国民健康保険条例（昭和３８年条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第１３条の６中「６１万円」を「６３万円」に改める。 

第１３条の１２中「１６万円」を「１７万円」に改める。 

第１９条第１項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同項第２号中「２８万円」

を「２８万５，０００円」に改め、同項第３号中「５１万円」を「５２万円」に改め、

同条第３項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項中「６１万円」を「６

３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改める。 

附則第７条（見出しを含む。）中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

附則第８条（見出しを含む。）中「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第７条及び第８条の

改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１３条の６、第１３条の１２並びに第１９条第１項、第３項及び第４

項の規定は、令和２年度以後の年度分の保険料について適用し、令和元年度以前の

年度分の保険料については、なお従前の例による。 

20



議第２０号 

   各務原市伊木の森条例について 

各務原市伊木の森条例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 伊木の森の設置及び管理に関し必要な事項を定めるため、この条例を定めようとす

る。 
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   各務原市伊木の森条例 

（設置） 

第１条 豊かな自然環境を持つ里山を整備し、市民の交流の促進とともに里山の活用

の推進を図ることを目的として、各務原市伊木の森（以下「伊木の森」という。）

を設置する。 

（位置） 

第２条 伊木の森の位置は、各務原市鵜沼字伊木山１４９２番地１とする。 

（使用の許可） 

第３条 伊木の森の芝生広場（以下「芝生広場」という。）の全部又は一部を独占し

て使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。許可を

受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 市長は、伊木の森の管理上必要があると認めるときは、前項の許可に必要な条件

を付すことができる。 

（使用の不許可） 

第４条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の規定による使

用を許可しない。 

（１）公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

（２）伊木の森の管理上支障があるとき。 

（３）伊木の森の施設、設備等を損傷し、又は汚損するおそれがあるとき。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２

条第２号に規定する暴力団の利益になるとき。 

（５）その他芝生広場を使用させることが適当でないと認められるとき。 

（使用権の譲渡等の禁止） 

第５条 第３条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、許可を受け

た目的以外の目的に使用し、又はその権利を譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（使用の許可の取消し等） 

第６条 市長は、使用者又はその使用が次の各号のいずれかに該当するときは、使用

の許可を取り消し、又は使用の中止を命ずることができる。 

（１）この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

（２）許可の条件に違反したとき。 

（３）第４条各号のいずれかに該当するに至ったと認めるとき。 
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（４）偽りその他不正な行為により使用の許可を受けたとき。 

２ 前項の規定により、使用の許可を取り消され、又は使用の中止を命ぜられたこと

により、使用者が受けた損害については、市は、その責めを負わない。 

（使用料） 

第７条 使用者は、別表に定める額の使用料をあらかじめ納付しなければならない。 

２ 市長は、公益上特に必要と認めたときは、使用料を減免することができる。 

３ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、

その全部又は一部を還付することができる。 

（原状回復の義務） 

第８条 使用者は、芝生広場の使用が終わったとき、又は第６条第１項の規定により

使用の許可を取り消され、若しくは使用の中止を命ぜられたときは、直ちに原状に

回復しなければならない。 

２ 市長は、使用者が前項に規定する義務を履行しないときは、これを代行し、使用

者からその費用を徴収するものとする。 

（事故等の賠償） 

第９条 市は、伊木の森を使用する者の使用中の故意若しくは過失又は病気による事

故等については、その責めを負わない。 

（損害賠償の義務） 

第１０条 伊木の森の使用に際し、施設、設備等を損傷し、汚損し、又は滅失した者

は、速やかに原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

（意見の聴取） 

第１１条 市長は、必要があると認めるときは、第４条第４号に該当するかどうかに

ついて、各務原警察署長の意見を聴くことができる。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日

から施行する。 

別表（第７条関係） 

区分 単位 期間 金額

行商その他これに類するもの １件 １日 ４１０円
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興行 １件 １日 ２，０６０円

競技会、展示会、博覧会その他これらに類する

もの

１件 １時間 １００円

備考 

１ 使用料が日額のものについては、期間が１日未満であるとき、又は期間に１

日未満の端数があるときは、１日として計算する。 

２ 使用料が時間額のものについては、時間が１時間未満であるとき、又は時間

に１時間未満の端数があるときは、１時間として計算する。 
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議第２１号 

   各務原市特別支援学校建設基本構想・基本計画策定委員会条例について 

各務原市特別支援学校建設基本構想・基本計画策定委員会条例を次のように定める

ものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 特別支援学校建設基本構想・基本計画策定委員会を設置するため、この条例を定め

ようとする。 
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各務原市特別支援学校建設基本構想・基本計画策定委員会条例 

 （設置） 

第１条 各務原市特別支援学校の建設に関する基本構想及び基本計画（次条において

「基本構想及び基本計画」という。）の策定について調査審議するため、各務原市

特別支援学校建設基本構想・基本計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設

置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、各務原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応

じて、基本構想及び基本計画の策定のために必要な事項について調査審議し、答申

し、又は建議するものとする。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）保護者を代表する者 

（３）学校を代表する者 

（４）関係団体を代表する者 

（５）その他教育委員会が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する所掌事務が終了する日までと

する。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議の議長と

なる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す
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るところによる。 

 （意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

その説明又は意見を聴くことができる。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、各務原市教育委員会事務局において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において教育委員会規

則で定める日から施行する。 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、第２条に規定する所掌事務が終了した日限り、その効力を失う。 

 （招集の特例） 

３ この条例の施行の日以後最初に開かれる会議は、第６条第１項の規定にかかわら

ず、教育委員会が招集する。 
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議第２２号 

   各務原市新総合体育館建設基本構想・基本計画策定委員会条例について 

各務原市新総合体育館建設基本構想・基本計画策定委員会条例を次のように定める

ものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 新総合体育館建設基本構想・基本計画策定委員会を設置するため、この条例を定め

ようとする。 
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各務原市新総合体育館建設基本構想・基本計画策定委員会条例 

（設置） 

第１条 各務原市新総合体育館の建設に関する基本構想及び基本計画（次条において

「基本構想及び基本計画」という。）の策定について調査審議するため、各務原市

新総合体育館建設基本構想・基本計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設

置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、各務原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応

じて、基本構想及び基本計画の策定のために必要な事項について調査審議し、答申

し、又は建議するものとする。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）関係団体を代表する者 

（３）学校を代表する者 

（４）その他教育委員会が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する所掌事務が終了する日までと

する。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議の議長と

なる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 
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 （意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

その説明又は意見を聴くことができる。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、各務原市教育委員会事務局において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において教育委員会規

則で定める日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、第２条に規定する所掌事務が終了した日限り、その効力を失う。 

 （準備行為） 

３ 教育委員会は、この条例の施行の日前においても、委員の選任に関し必要な準備

行為をすることができる。 

 （招集の特例） 

４ この条例の施行の日以後最初に開かれる会議は、第６条第１項の規定にかかわら

ず、教育委員会が招集する。 
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議第２３号 

   各務原市立地適正化計画策定委員会条例について 

各務原市立地適正化計画策定委員会条例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 立地適正化計画策定委員会を設置するため、この条例を定めようとする。 
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各務原市立地適正化計画策定委員会条例 

（設置） 

第１条 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条第１項に規定する

立地適正化計画（次条において「立地適正化計画」という。）の策定について調査

審議し、もって将来における望ましい都市計画に資するため、各務原市立地適正化

計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じて、立地適正化計画の策定のために必要な事項

について調査審議し、答申し、又は建議するものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１２人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）社会福祉関係団体、商工業団体、旅客自動車運送事業者、地域団体その他の団

体を代表する者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する所掌事務が終了する日までと

する。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、会議の議長と

なる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、
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その説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、市長が定める機関において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める

日から施行する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は、第２条に規定する所掌事務が終了した日限り、その効力を失う。 

（招集の特例） 

３ この条例の施行の日以後最初に開かれる会議は、第６条第１項の規定にかかわら

ず、市長が招集する。 
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議第２４号

   各務原市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例について

 各務原市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように

定めるものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 自転車通行帯の設置要件を定めるため、この条例を定めようとする。
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   各務原市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例

 各務原市市道の構造の技術的基準を定める条例（平成２５年条例第１８号）の一部

を次のように改正する。

第４条第１項中「停車帯」の次に「、自転車通行帯」を加え、同条第５項中「の車

道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。

第６条第２項中「副道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。

第８条の次に次の１条を加える。

（自転車通行帯）

第８条の２ 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道を

設ける道路を除く。）には、車道の左端寄り（停車帯を設ける道路にあっては、停

車帯の右側。次項において同じ。）に自転車通行帯を設けるものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及び歩行者の交通

量が多い第３種若しくは第４種の道路（自転車道を設ける道路及び前項に規定する

道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離する

必要がある場合においては、車道の左端寄りに自転車通行帯を設けるものとする。

ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでな

い。

３ 自転車通行帯の幅員は、１．５メートル以上とするものとする。ただし、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、１メートルまで縮小

することができる。

４ 自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定めるものと

する。

第９条第１項中「又は第４種の道路」を「（第４級及び第５級を除く。次項におい

て同じ。）又は第４種（第３級及び第４級を除く。同項において同じ。）の道路で設

計速度が１時間につき６０キロメートル以上であるもの」に改め、同条第２項中「道

路（」を「道路で設計速度が１時間につき６０キロメートル以上であるもの（」に改

める。

第１０条第１項中「自転車道」の次に「又は自転車通行帯」を加える。

第１１条第１項中「自転車道」の次に「若しくは自転車通行帯」を加える。

第３１条第３号中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。
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第４０条第１項及び第２項中「第８条」の次に「、第８条の２第３項」を加える。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。

36





議第２５号

   各務原市公営住宅等の整備に関する基準を定める条例について

 各務原市公営住宅等の整備に関する基準を定める条例を次のように定めるものとす

る。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 公営住宅等の整備に関する基準を定めるため、この条例を定めようとする。
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各務原市公営住宅等の整備に関する基準を定める条例

 （趣旨）

第１条 この条例は、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第５条第１項及び第

２項の規定に基づき、市が行う公営住宅及び共同施設（以下「公営住宅等」という。）

の整備に関する基準を定めるものとする。

 （定義）

第２条 この条例における用語の意義は、公営住宅法で使用する用語の例による。

（健全な地域社会の形成） 

第３条 公営住宅等は、その周辺の地域を含めた健全な地域社会の形成に資するよう

に考慮して整備しなければならない。 

 （良好な居住環境の確保） 

第４条 公営住宅等は、安全、衛生、美観等を考慮し、かつ、入居者等にとって便利

で快適なものとなるように整備しなければならない。 

 （費用の縮減への配慮） 

第５条 公営住宅等の建設に当たっては、設計の標準化、合理的な工法の採用、規格

化された資材の使用及び適切な耐久性の確保に努めることにより、建設及び維持管

理に要する費用の縮減に配慮しなければならない。 

（位置の選定） 

第６条 公営住宅等の敷地（以下「敷地」という。）の位置は、災害の発生のおそれ

が多い土地及び公害等により居住環境が著しく阻害されるおそれがある土地をでき

る限り避け、かつ、通勤、通学、日用品の購買その他入居者の日常生活の利便を考

慮して選定されたものでなければならない。 

（敷地の安全等） 

第７条 敷地が地盤の軟弱な土地、崖崩れ又は出水のおそれがある土地その他これら

に類する土地であるときは、当該敷地に地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要な措

置が講じられていなければならない。 

２ 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は処理するために必要な施設が設け

られていなければならない。 

（住棟等の基準） 

第８条 住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居住環境を確保

するために必要な日照、通風、採光、開放性及びプライバシーの確保、災害の防止、
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騒音等による居住環境の阻害の防止等を考慮した配置でなければならない。 

（住宅の基準） 

第９条 住宅には、防火、避難及び防犯のための適切な措置が講じられていなければ

ならない。 

２ 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その他の住宅に係るエネルギー

の使用の合理化を適切に図るための措置が講じられていなければならない。 

３ 住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分の遮音性能の確保を適切に図るための

措置が講じられていなければならない。 

４ 住宅の構造耐力上主要な部分（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）

第１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分をいう。次項において同じ。）及び

これと一体的に整備される部分には、当該部分の劣化の軽減を適切に図るための措

置が講じられていなければならない。 

５ 住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要な部分に影響

を及ぼすことなく点検及び補修を行うことができるための措置が講じられていなけ

ればならない。 

（住戸の基準） 

第１０条 公営住宅の１戸の床面積の合計（共同住宅においては、共用部分の床面積

を除く。）は、２５平方メートル以上とする。ただし、共用部分に共同して利用す

るため適切な台所及び浴室を設ける場合は、この限りでない。 

２ 公営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びにテレビジョン

受信の設備及び電話配線が設けられていなければならない。ただし、共用部分に共

同して利用するため適切な台所又は浴室を設けることにより、各住戸部分に設ける

場合と同等以上の居住環境が確保される場合にあっては、各住戸部分に台所又は浴

室を設けることを要しない。 

３ 公営住宅の各住戸には、居室内における化学物質の発散による衛生上の支障の防

止を図るための措置が講じられていなければならない。 

（住戸内の各部） 

第１１条 住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措

置その他の高齢者、障害者等（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律（平成１８年法律第９１号）第２条第１号に規定する高齢者、障害者等をいう。

以下同じ。）が日常生活を支障なく営むことができるための措置が講じられていな
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ければならない。 

（共用部分） 

第１２条 公営住宅の通行の用に供する共用部分には、高齢者、障害者等の移動の利

便性及び安全性の確保を適切に図るための措置が講じられていなければならない。 

（附帯施設） 

第１３条 敷地内には、必要な自転車置場、物置、ごみ置場等の附帯施設が設けられ

ていなければならない。 

２ 前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保に支障が生

じないように考慮されたものでなければならない。 

（児童遊園） 

第１４条 児童遊園の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟

の配置等に応じて、入居者の利便及び児童等の安全を確保した適切なものでなけれ

ばならない。 

（集会所） 

第１５条 集会所の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟及

び児童遊園の配置等に応じて、入居者の利便を確保した適切なものでなければなら

ない。 

（広場及び緑地） 

第１６条 広場及び緑地の位置及び規模は、良好な居住環境の維持増進に資するよう

に考慮されたものでなければならない。 

（通路） 

第１７条 敷地内の通路は、敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに周辺の状況に

応じて、日常生活の利便、通行の安全、災害の防止、環境の保全等に支障がないよ

うな規模及び構造で合理的に配置されたものでなければならない。 

２ 通路における階段は、高齢者、障害者等の通行の安全に配慮し、必要な補助手す

り又は傾斜路が設けられていなければならない。 

（委任） 

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第２６号

   各務原市営住宅条例の一部を改正する条例について

 各務原市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 市営住宅の入居に当たり必要とする連帯保証人の人数を改める等のため、この条例

を定めようとする。
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各務原市営住宅条例の一部を改正する条例

各務原市営住宅条例（昭和４４年条例第１６号）の一部を次のように改正する。

 第８条第１項中「、第１号」を「第１号」に改め、「第６号まで」の次に「、被災 

市街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第２１条の規定の適用を受ける者（第 

１２条第３項において「被災居住者等」という。）にあっては第５号及び第６号」を 

加える。 

 第１２条第１項第１号中「入居者と同程度以上の収入を有する者で市長が適当と認

める連帯保証人２人」を「規則で定める連帯保証人」に改め、同条第３項中「特別の

事情があると認める者」を「被災居住者等」に改める。 

 第３１条の見出しを「（市営住宅監理員）」に改め、同条第３項から第５項までを

削る。 

   附 則 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第１２条第１項第１号の規定は、この条例の施行の日以後に入居者とし

て決定された者及び入居の承継を承認された者について適用し、同日前に入居者と

して決定された者及び入居の承継を承認された者については、なお従前の例による。 
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議第２７号

   各務原市手数料条例の一部を改正する条例について

 各務原市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 簡易な計算方法により住宅のエネルギー消費性能を評価する場合の性能表示認定申

請手数料等を定めるため、この条例を定めようとする。
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   各務原市手数料条例の一部を改正する条例

 各務原市手数料条例（平成１２年条例第３号）の一部を次のように改正する。

別表２３の項第１号備考の欄４中「に住戸部分及び共用部分が含まれている」を「の

共用部分を計算する評価方法による」に改め、同欄５中「共用部分の床面積に応じそ

れぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する評価方法による場合に限る。）」を加え、

同項第２号ア及びイ（ア）中「３６，０００円」を「３万６，０００円」に改め、同

号イ（イ）中「７３，０００円」を「７万３，０００円」に改め、同号備考の欄４中

「に住戸部分及び共用部分が含まれている」を「の共用部分を計算する評価方法によ

る」に改め、同欄５中「共用部分の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部

分を計算する評価方法による場合に限る。）」を加え、同項第３号備考の欄４中「に住

戸部分及び共用部分が含まれている」を「の共用部分を計算する評価方法による」に

改め、同欄５中「共用部分の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計

算する評価方法による場合に限る。）」を加え、同項第４号備考の欄４中「に住戸部分

及び共用部分が含まれている」を「の共用部分を計算する評価方法による」に改め、

同欄５中「共用部分の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する

評価方法による場合に限る。）」を加え、同表２４の項第４号備考の欄４中「に住戸部

分及び共用部分が含まれている」を「の共用部分を計算する評価方法による」に改め、

同欄５中「共用部分の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する

評価方法による場合に限る。）」を加え、同項第５号備考の欄４中「に住戸部分及び共

用部分が含まれている」を「の共用部分を計算する評価方法による」に改め、同欄５

中「共用部分の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する評価方

法による場合に限る。）」を加え、同項第６号備考の欄４中「に住戸部分及び共用部分

が含まれている」を「の共用部分を計算する評価方法による」に改め、同欄５中「共

用部分の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する評価方法によ

る場合に限る。）」を加え、同項第７号備考の欄４中「に住戸部分及び共用部分が含ま

れている」を「の共用部分を計算する評価方法による」に改め、同欄５中「共用部分

の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する評価方法による場合

に限る。）」を加え、同項第８号備考の欄４中「に住戸部分及び共用部分が含まれてい

る」を「の共用部分を計算する評価方法による」に改め、同欄５中「共用部分の床面

積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する評価方法による場合に限

る。）」を加え、同項第９号ア（ア）中「第１条第１項第２号イ（２）及びロ（２）」を
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「第１条第１項第２号イ（２）（ⅰ）又は（３）及びロ（２）又は（３）」に改め、同

号イ中「第１条第１項第２号イ（２）及びロ（２）」を「第１条第１項第２号イ（２）

（ⅱ）又は（３）及びロ（２）又は（３）」に改め、同号備考の欄４中「に住戸部分及

び共用部分が含まれている」を「の共用部分を計算する評価方法による」に改め、同

欄５中「共用部分の床面積に応じそれぞれ掲げる額」の次に「（共用部分を計算する評

価方法による場合に限る。）」を加える。

   附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議第２８号

   市道路線の認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次のとおり市道

路線を認定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

開発行為により設置された道路を市道として認定しようとする。

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道 

那１１３７号線

各務原市那加西市場町６丁目８１番８   地先から

各務原市那加西市場町６丁目８１番８   地先まで

市道

那１１３８号線

各務原市那加西市場町６丁目８１番１   地先から

各務原市那加西市場町６丁目８１番５   地先まで

市道

那１１３９号線

各務原市那加前野町３丁目６３番１０   地先から

各務原市那加前野町３丁目６３番６    地先まで

市道

那１１４０号線

各務原市那加巾下町６５番１       地先から

各務原市那加巾下町６５番２       地先まで

市道

那１１４１号線

各務原市那加巾下町６５番６       地先から

各務原市那加巾下町６５番８       地先まで
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議第２９号

   市道路線の廃止及び認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項及び第８条第２項の規定によ

り、次のとおり市道路線を廃止及び認定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

都市計画道路日野岩地大野線道路整備事業に伴い、市道路線の再編成をするため、

それぞれ廃止及び認定しようとする。

１ 廃止路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道

那３７８号線

各務原市那加長塚町１丁目１５０番    地先から

各務原市那加大門町２丁目４６番     地先まで

２ 認定路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道

那３７８号線

各務原市那加岩地町１丁目２番      地先から

各務原市那加大門町２丁目４６番１    地先まで
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議第３０号

   市道路線の廃止及び認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項及び第８条第２項の規定によ

り、次のとおり市道路線を廃止及び認定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

新加納土地区画整理事業に伴い、市道路線の再編成をするため、それぞれ廃止及び

認定しようとする。

１ 廃止路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道

那 ４２９号線

各務原市那加新加納町字村内２０５５番１ 地先から

各務原市那加新加納町字村内２０６８番１ 地先まで

２ 認定路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道

那 ４２９号線

各務原市那加新加納町字村内２０５５番１ 地先から

各務原市那加新加納町字村内２０６８番５ 地先まで

市道

那１１３４号線

各務原市那加新加納町字村内２０９４番２１地先から

各務原市那加新加納町字村内２１１９番２ 地先まで

市道

那１１３５号線

各務原市那加新加納町字村内２０９４番７ 地先から

各務原市那加新加納町字村内２０７０番１ 地先まで

市道

那１１３６号線

各務原市那加新加納町字村内２０９６番１７地先から

各務原市那加新加納町字村内２０９６番１７地先まで
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議第３１号

   市道路線の廃止について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、次のとおり市

道路線を廃止するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

主要地方道芋島鵜沼線への移管に伴い、市道を廃止しようとする。

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道

稲５１７号線

各務原市下中屋町３丁目１３６番     地先から

各務原市前渡西町字猿尾下１５６２番１  地先まで
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議第３２号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として次の者を推薦したいので、議会の意見を求める。 

  令和２年２月１８日提出 

                  各務原市長  浅 野 健 司      

住  所  各務原市蘇原大島町※※※※※※※※ 

氏  名  横 山 正 弘  

生年月日  昭和２９年※※月※※日 

提案理由 

 人権擁護委員島田和敏氏の任期が６月３０日に満了するため、その後任の候補者に

横山正弘氏を推薦しようとする。 
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